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2021年に世界遺産として登録された「北海道・北東北
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Ⅰ　秋田県の概要
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１　秋田県の概要

面積 　11,637.5㎢（全国で6番目の広さ）

人口 　931,220人（R4.9.1現在）

県内総生産
(名目)

　3兆6,248億円（R元年度）
　　 前年度に比べ585億円(1.6%)増加

県内の再生可能
エネルギーの
導入状況

　風力　約64万8千kW（全国２位）
　　　　（R3.12月末現在）

　地熱　13万4,749kW（全国２位）
　　　　（R3.1月末現在）
    再生可能エネルギー発電事業は、豊富な自然エ

　　ネルギーを活用した「本県ならでは」の産業
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２　交通アクセス網
・秋田新幹線(こまち)、秋田空港、大館能代空港、高速自動車道、秋田港、能代港等の整備が進み、

　製品の輸送や人の往来が格段に向上
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 関連産業の裾野は広く、部品製造、建設工事、運転・保守等の各分野への参入を促進します。

３　洋上風力発電の地域経済効果

洋上⾵⼒発電の導⼊⾒通し
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【O＆M（運転・保守）従事者数の⾒込み】 試算値*

洋上⾵⼒等の⼤規模
導入により、従事者数
増加の⾒込み

 国内初となる本格的な洋上⾵⼒発電が令和4年度に運転を開始します。
 さらに、4海域において⼤規模な事業計画が進⾏しています。
 令和23年度以降における浮体式を含む更なる沖合への開発に向け、導入可能性を検討します。

*令和2年度末調査の従事者数の調査結果を参考とし、導入計画から従事者数を試算

水深30m
以深の更な
る沖合へ

水深
100m級の
浮体式へ

Ｒ２３年度〜

 O&M（運転・保守）従事者数は、これまで着実に伸びてきています。
 今後は洋上⾵⼒の導入拡⼤とともに⼤幅な伸びが期待できます。

洋上⾵⼒発電の経済効果試算

洋上⾵⼒産業の全体像とコスト構造

O&M従事者数の実態を踏まえた伸び予測

部品製造 建設工事 O&M（運転・保守）
架台・治具
ナセルフレーム

配電盤

鉄工

電子

マグネット素材

 産⾦学官オール秋⽥「あきた洋上⾵⼒関連産業フォーラム」の取組を強化します。
 秋⽥港・能代港の基地港湾を核とした産業集積を目指し、県外サプライヤー等へ働きかけます。

 税収効果や事業者による地域共⽣基⾦への寄附等も期待されます。

ナセル部品サプライチェーン形成
に向けたマッチングフォーラム

⾵⼒発電関連部品の製造
に向けた認証取得

マッチング支援 認証取得支援 人材育成支援

シーサバイバル訓練の受講

送電設備
変電設備

陸上
変電所

基礎 洗掘防止
付属設備

港湾 整備復旧

⾵⾞ 巡視・点検(ドローン)

⾵⾞基礎 巡視・点検(AUV)

送変電 巡視・点検

海上輸送

海底ｹｰﾌﾞﾙ 巡視・点検(ROV)

CTV、SOV

将来に向けて技術開発を実施
港湾内 一般海域
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地 域 へ の 波 及 効 果
港湾機能の強化

電⼒の地産地消

企業⽴地

漁業共生

技術開発・実証事業

県産品の販路拡⼤

観光、環境教育、交流⼈⼝

防災、レジリエンス、環境保全

 秋⽥港、能代港は拠点港に指定され、地耐⼒強化等の整備が進んでいます。
 船川港は、拠点港を補完する機能整備が期待されています。
 本荘港は、メンテナンス拠点としての役割を担うことが期待されています。

 秋⽥県産再⽣可能エネルギー由来の電⼒が供給される工業団地（下新城地区）の整備に
より、付加価値の⾼い新たな企業⽴地が期待されます。

 地域新電⼒等を通じて県内需要家への電⼒供給が期待されます。

 洋上⾵⼒に関連する企業の⽴地が進んでおり、引き続き
　  関連企業の誘致を推進します。
　【これまでの支店・事業所等の⽴地状況】
　　・日本郵船（海運／包括連携協定も締結）
　　・郵船ロジスティクス（物流）
　　・東北電⼒ﾘﾆｭｰｱﾌﾞﾙｴﾅｼﾞｰ･ｻｰﾋﾞｽ（⾵⼒ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ）
　　・ダイチューテクノロジーズ（分電盤・配電盤）
　　・セイカダイヤエンジン（船舶エンジン・アフターサービス）

 発電事業者等の協⼒により、スマート漁業等の各種漁業
　  振興策が期待されます。
　【想定される漁業振興策】
　　・リアルタイムでの海況情報の提供
　　・洋上発電施設の周辺への人工魚礁の設置
　　・次世代漁業者の参入支援

下新城地区工業団地の整備

日本郵船秋⽥支店開設を発表

県内企業（需要家）への電⼒供給

再エネ
電⼒
供給

人工魚礁のイメージ

世界洋上
⾵⼒サミット

(ミルハスで開催)

 浮体式洋上⾵⼒の導入拡⼤
を⾒据え、本県沖での実証事
業を誘致するとともに、県内企
業の参画を促進します。

 グリーン水素・アンモニア社会の
到来を⾒据え、水素等製造の
低コスト化、利活⽤に関する
技術開発・実証を促進します。

 発電事業者の構成員である総合商社や協⼒企業の販
路を活⽤し、県産水産加工品、農産加工品のe-コマー
スによる販路拡⼤、既存販路の強化が期待されます。

 洋上⾵⼒の観光資源、教育素材としての活⽤や
⽴地企業との協⼒によるクルーズ船の寄港を核とし
た観光振興が期待されます。

 洋上⾵⼒に関連した出張、視察等ビジネスでの交
流人⼝の増加が期待されます。

　【参考】
　・港湾区域洋上建設段階での宿泊︔延べ18万人
　・2022.11⽉、本県で世界洋上⾵⼒サミットが
　　開催予定

 蓄電池を組み合わせたグリッドを構築することで、災害時における避難拠点やライフライン施設への
電⼒供給によるレジリエンス強化が期待されます。

 ⽴地企業の協⼒により、⼋郎湖水質改善等、環境保全の活動推進が期待されます。

病院・避難所への電⼒供給イメージ（能代市）

秋⽥港 能代港 船川港
浮体係留システム

タラーメン きりたんぽ

浄水場への電⼒供給イメージ（秋⽥市）

クルーズ船
(飛鳥Ⅱ)

能代⽕⼒発電所
（アンモニア混焼・専焼へ向けた実証等）
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Ⅱ　主な施策
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１　新秋田元気創造プランの概要（2022～2025）
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３　ふるさと秋田元気創造プランの概要
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Ⅲ　財政状況
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一般財源

3,871億円

（63%）

特定財源

2,269億円

（37%）

県税

1,000億円

（16.3%）

地方交付税

1,926億円

（31.4%）

県債

85億円

（1.4%）

繰入金

98億円

（1.6%）

その他

762億円

（12.4%）

国庫支出金

980億円

（16.0%）

県債

591億円

（9.6%）

諸収入

415億円

 （6.7%）

繰入金

191億円

（3.1%） その他

91億円

（1.5%）

歳　入

6,141億円

(臨時財政対策債)

歳入

１　令和４年度一般会計当初予算の概要

・令和４年度一般会計当初予算は6,141億円、前年度比87億円(1.4％)の増

・臨時財政対策債を含む県債は676億円、前年度比202億円(23.0%)の減

・投資的経費は1,191億円、前年度比33億円(2.7%)の減

義務的経費

3,252億円

（52.9%）
投資的経費

1,191億円

（19.4%）

一般行政経費

1,698億円

（27.7%）

人件費

1,388  億円

（22.6%）

公債費

983  億円

（16.0%）

社会保障関係経費

880  億円

（14.3%）

公共事業

773  億円

（12.6%）

国直轄事業

負担金

139  億円

（2.3%）

その他投資的

経費

279  億円

（4.5%）

補助費等

890  億円

（14.5%）

貸付金

355  億円

（5.8%）

その他

453  億円

（7.4%）

歳　出

6,141億円

歳出

※R4一般会計当初予算には追加提案分254億円が含まれている。また、前年度比は、知事選に伴う肉付け予算であるR3年度6月補正後と比較している。

13



1,138 1,164 1,135 1,192 1,276

174 192 187 173 188

1,973 1,933 1,909 1,970
2,153

70 70 71 66
68774 896 936

1,320
1,264

747
886 870

926
9641,131 930 808

1,216 905

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

7,000 

H29 30 R1 2 3

その他の収入

県債

国庫支出金

使用料・手数料

地方交付税

地方譲与税

県　税

年度

（単位：億円）

年　度 H29 30 R元 2 3

合　計 6,008 6,071 5,916 6,862 6,818

うち自主財源 2,335 2,160 2,012 2,471 2,246

うち依存財源 3,673 3,911 3,904 4,391 4,572

２　普通会計決算の推移（歳入）

億円
令和３年度の歳入決算額は6,818億円、前年度比44億円(0.6％)の減

5,9166,0716,008

6,862 6,818
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３　普通会計決算の推移（歳出）

2,420 2,441 2,387 2,376 2,438

1,223 1,363 1,441 1,508 1,532

2,267 2,177 1,987
2,788 2,592

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

7,000 

H29 30 R元 2 3

その他の経費

投資的経費

義務的経費

年度

億円

令和3年度の歳出決算額は6,561億円、前年度比111億円(1.7%)の減

5,9805,910
6,5616,672

5,815

（単位：億円）

年　　度 H29 30 R元 2 3

義務的経費 2,420 2,441 2,387 2,376 2,438

人件費 1,384 1,356 1,352 1,343 1,336
公債費 969 1,019 967 965 1,029

投資的経費 1,223 1,363 1,441 1,508 1,532
普通建設事業費 1,183 1,215 1,299 1,458 1,500

その他経費 2,267 2,177 1,987 2,788 2,592
補助費等 1,228 1,154 1,142 1,406 1,476
貸付金 626 554 427 853 348
合　　計 5,910 5,980 5,815 6,672 6,561
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４　人件費及び職員数の推移

※人件費（退職手当を除く）は、普通会計決算額。職員数は、職員給与実態調査（県人事委員会）による。

・行財政改革による配置の見直しや、児童・生徒数の減少による教職員数の減などにより、人件費は
　減少傾向

17,300
17,114

16,825
16,545

16,448 16,182 15,701 15,491 15,113
14,634 14,467 14,416 14,244 14,048 13,906 13,725 13,533 13,363 13,218 13,140

1,625

1,581
1,562 1,543

1,497

1,456

1,395

1,355 1,361 1,349

1,313

1,263

1,297 1,280

1,262 1,254
1,242 1,236

1,219
1,200

0

5,000

10,000

15,000

20,000

H14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3
1,100

1,200

1,300

1,400

1,500

1,600

1,700

警察本部職員数

教育委員会職員数

知事部局等職員数

人件費(退職手当を除く)

億円

人

年度

職
員
数

知事部局等 4,197 4,181 4,103 4,010 4,040 3,932 3,730 3,642 3,424 3,282 3,258 3,176 3,139 3,106 3,094 3,067 3,095 3,098 3,090 3,101

教育委員会 10,885 10,701 10,497 10,285 10,163 10,009 9,750 9,604 9,471 9,158 9,015 9,008 8,861 8,700 8,571 8,412 8,177 8,028 7,876 7,775

警察本部 2,218 2,232 2,225 2,250 2,245 2,241 2,221 2,245 2,218 2,194 2,194 2,232 2,244 2,242 2,241 2,246 2,261 2,237 2,252 2,264
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５　普通建設事業費の推移

※普通会計決算額

・バブル経済が崩壊した平成４年度以降、国の経済対策と歩調を合わせて、積極的に社会資本整備を
　実施してきたが、平成11年３月に行政改革大綱を策定以降、投資事業を精査
・令和２年度以降、国土強靱化計画に対応した事業の実施により投資事業が増加

2,364

2,655
2,829

3,228
3,380

3,087

3,292

3,032

2,657
2,522

2,344
2,188

1,896

1,658
1,560

1,311

1,083
1,203 1,123 1,068

1,019

1,188 1,148
1,047 1,118 1,181

1,215
1,299

1,458 1,500

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

H4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3

その他(国直轄、受託事業)

普通建設事業費（補助）

普通建設事業費（単独）

億円

年度
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６　県債の発行状況
・平成11年３月の行政改革大綱策定以降、投資事業の重点化により、臨時財政対策債を含めた県債の

新規発行額は大幅に減少
・平成30年度以降は、平成29年度に発生した大雨災害に伴う復旧工事、公共施設等の長寿命化や国土

強靱化計画に対応した事業などの実施により増加

1,165 

896 
788 

712 752 
636 629 

493 
420 412 452 403 454 472 489 479 

592 
663 

746 692 
822 

265 

497 

346 

265 240 

217 264 533 612 

443 411 
418 356 305 252 252 

234 
176 

161 262 
85 

1,430 
1,393 

1,134 

977 992 

853 
893 

1,026 1,032 

855 863 
821 810 777 

741 731 

826 839 
907 

954 
907 

0 

200 

400 

600 

800 

1,000 

1,200 

1,400 

1,600 

H14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4

臨時財政対策債

臨時財政対策債以外

億円

年度
※一般会計分。R3年度までは決算額、R4年度は当初予算額（R3年度からの繰越分を含まず）
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1,154 1,158 1,132 1,072 1,019 
927 884 873 875 868 855 834 801 765 743 724 710 658 681 

604 
712 

1 2 7 
17 

37 

54 
64 81 97 107 126 154 173 228 257 

223 294 
290 265 405 

271 

1,155 1,160 1,139 
1,089 

1,056 
981 

948 954 972 975 981 988 974 993 1,000 
947 

1,004 
948 946 

1,009 983 

0 

200 

400 

600 

800 

1,000 

1,200 

1,400 

H14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4

臨時財政対策債

臨時財政対策債以外

７　公債費の推移

年度
※一般会計分。R3年度までは決算額、R4年度は当初予算額。
※一時借入金利子を含まず、満期一括償還債の償還のための減債基金への積立を含む。

・平成15年度以降、臨時財政対策債以外の県債発行の抑制に努めてきたこと等から、平成19年度以降
は1,000億円程度で推移

・県債残高を減少させるため、借換債の発行を抑制（R元:30億円、R2:50億円、R3:142億円を抑制）
億円
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８　プライマリーバランスの状況

△ 531△ 475

△ 114
△ 52
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△ 133
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△ 243

△ 55 △ 47 11 22 88 144
116 90

30
△ 33 △ 10

233

△ 266

23

229 205
83 113 87

222
302 315 274 313

242 199 172 176
59

△ 51
△ 137 △ 154

70

△ 1,000

△ 500

0

500

1,000

1,500

H14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4

県債発行額 元金償還額 プライマリー

バランス

プライマリー

バランス

（臨財債除き）

億円

・臨時財政対策債を除くプライマリーバランスは、行財政改革の推進により平成15年度以降黒字で
　推移
・令和元～３年度は、平成29、30年度と続いた大雨被害関連事業や国土強靱化計画に対応した事業
　の実施により大幅な赤字

年度

※一般会計分。R３年度までは決算額、R４年度は当初予算ベースの見込。
※プライマリーバランスは、通常、県債の元利償還金から県債収入を差し引いたものを指すが、本県
ではより厳しく、県債の元金償還額から県債収入を差し引いた額を指標としている。
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・バブル崩壊後の積極的な社会資本整備や、平成13年度から始まった臨時財政対策債の発行により、
　県債残高は平成24年度まで増加してきたが、その後は減少
・平成29年度に発生した大雨災害に伴う復旧工事や、国土強靱化計画に対応した事業の実施により、　
　令和元年度以降は増加

10,874 10,851 10,622 10,417 10,334 10,221 10,133 9,912 9,609 9,294 9,020 8,707 8,466 8,267 8,097 7,928 7,879 7,943 8,097 8,270 8,456 

393 891 1,234 1,492 1,708 1,887 2,108 2,587 3,134 3,504 3,825 4,127 4,346 4,457 4,485 4,545 4,514 4,433 4,329 4,186 4,022 

11,267 11,742 11,856 11,909 12,042 12,108 12,241 12,499 12,743 12,798 12,845 12,834 12,812 12,724 12,582 12,473 12,393 12,376 12,426 12,456 12,478 

0 

2,000 

4,000 

6,000 

8,000 

10,000 

12,000 

14,000 

16,000 

H14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4

臨時財政対策債

臨時財政対策債以外

億円

９　県債残高の推移

年度※一般会計分。R3年度までは決算額、R4年度は当初予算ベースの見込額(R3年度からの繰越分を含まず)。
※満期一括償還債に係る償還額見合いの減債基金積立金は、県債残高から控除していない。
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H14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3

財政調整基金

減債基金

億円

10　財政２基金の年度末残高の状況・推移

※減債基金には、満期一括償還債の償還のための積立を含んでいる。

・「三位一体改革」による地方交付税の大幅削減等により、基金残高は平成16年度以降減少

・近年は、地方交付税の減や社会保障関係経費の増に対応し、将来の安定的な財政運営に備えるため、

　財政２基金の残高を確保

年度
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11　健全化判断比率等

年度 H29 30 R元 2 3(速報) 早期健全化基準 財政再生基準

実質⾚字⽐率 − − − − − 3.75 5.00

連結実質⾚字⽐率 − − − − − 8.75 15.00

実質公債費⽐率 13.0 13.3 13.1 13.8 14.9 25.0 35.0

将来負担⽐率 254.7 256.9 260.2 251.7 229.9 400.0 −

資金不足⽐率 なし なし なし なし なし

■健全化判断比率と資金不足比率

■財政力指数と経常収支比率

年度 H29 30 R元 2 3(速報)

財政力指数 0.315 0.312 0.318 0.322 0.311

経常収支⽐率 92.3 93.0 93.7 93.4 86.6

・実質公債費比率は県債の前倒し償還（借換債の発行抑制）により、前年度比で1.1％悪化

・将来負担比率は地方交付税の追加交付による標準財政規模の伸長により、前年度比で21.8％改善

（単位：％）

（単位：％）
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工業用水道事業

秋田湾、秋田市御所野
の2地区、28社に供給

電気事業

鎧畑発電所など
16発電所を運営・管理

特別会計事業（公営企業法非適用）

港湾事業

重要港湾3港、地方港湾2港
を運営・管理

宅地造成事業

臨海2地区、内陸16地区の
工業団地分譲事業

下水道事業

2流域下水道と１特定環境保全
公共下水道を運営・管理

循環器・脳脊髄センター、
リハビリテーション・精神
医療センターを運営・管理

　
工業用水道 電気事業 下水道事業 港湾事業 宅地造成事業 秋田県立病院機構

R２ R３ 増減 R２ R３ 増減 R２ R３ 増減 R２ R３ 増減 R２ R３ 増減 R２ R３ 増減

収
益
的
収
支

収入 971 1,011 40 4,933 4,409 △524 8,037 7,795 △242 586 666 80 738 2,172 1,434 9,885 10,624 739

支出 977 833 144 3,086 3,482 396 7,513 7,149 △364 313 407 94 61 97 36 10,585 10,702 117

差 △6 178 184 1,848 928 △920 524 646 122 273 259 △14 678 2,075 1,397 △700 △77 623

資
本
的
収
支

収入 3 0 △3 131 3 △128 2,470 4,192 1,722 1,865 2,175 310 6,763 45 △6,718 761 1,289 528

支出 169 411 △242 2,591 2,525 △66 3,420 5,159 1,739 2,138 2,434 296 7,061 750 △6,311 2,245 2,896 651

差 △166 △411 △245 △2,460 △2,522 △62 △951 △967 △16 △273 △259 14 △298 △705 △407 △1,483 △1,607 △124

工業用水道事業など６事業を実施。

12　公営企業会計等の決算状況

企業会計事業 （独）秋田県立病院機構

(単位：百万円)
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Ⅳ　今後の財政見通し

26



１　財政の中期見通し
・当初予算編成後、現行の諸制度を前提に、将来の歳入歳出を想定した「中期見通し」を作成しています。
・今後、社会保障関係経費等の増加が見込まれる中でも、様々な県政課題に対応するため、徹底した事業の見直し等
により事業の重点化を図るとともに、県債発行の抑制に努めながら健全な財政運営に努めてまいります。

※実質県債残高は、県債残高から市場公募債の償還財源として減債基金に積み立てる額に相当する額を除いた残高。

Ｒ３年度
(６月補正後)

予算額 予算額
伸率

(%)
予算額

伸率

(%)
予算額

伸率

(%)
予算額

伸率

(%)
予算額

伸率

(%)
予算額

伸率

(%)

871 1,000 14.8 1,007 0.7 1,008 0.1 1,014 0.6 1,018 0.4 1,021 0.3

430 489 13.7 489 0.0 489 0.0 489 0.0 474 △ 3.1 474 0.0

139 200 43.9 205 2.5 207 1.0 210 1.4 212 1.0 214 0.9

1,986 1,926 △ 3.0 1,902 △ 1.2 1,882 △ 1.1 1,860 △ 1.2 1,836 △ 1.3 1,810 △ 1.4

970 1,025 5.7 724 △ 29.4 727 0.4 734 1.0 740 0.8 737 △ 0.4

878 676 △ 23.0 752 11.2 731 △ 2.8 724 △ 1.0 721 △ 0.4 711 △ 1.4

691 627 △ 9.3 648 3.3 639 △ 1.4 602 △ 5.8 551 △ 8.5 547 △ 0.7

5,965 5,943 △ 0.4 5,727 △ 3.6 5,683 △ 0.8 5,633 △ 0.9 5,552 △ 1.4 5,514 △ 0.7

3,803 3,774 △ 0.8 3,761 △ 0.3 3,744 △ 0.5 3,732 △ 0.3 3,699 △ 0.9 3,677 △ 0.6

1,397 1,388 △ 0.6 1,282 △ 7.6 1,388 8.3 1,275 △ 8.1 1,384 8.5 1,288 △ 6.9

955 983 2.9 991 0.8 987 △ 0.4 987 0.0 976 △ 1.1 977 0.1

872 909 4.2 916 0.8 909 △ 0.8 906 △ 0.3 892 △ 1.5 890 △ 0.2

435 491 12.9 500 1.8 500 0.0 500 0.0 493 △ 1.4 493 0.0

742 880 18.6 757 △ 14.0 762 0.7 766 0.5 770 0.5 775 0.6

1,144 1,093 △ 4.5 1,291 18.1 1,265 △ 2.0 1,261 △ 0.3 1,264 0.2 1,228 △ 2.8

1,137 1,083 △ 4.7 764 △ 29.5 751 △ 1.7 730 △ 2.8 715 △ 2.1 710 △ 0.7

243 223 △ 8.2 216 △ 3.1 216 0.0 217 0.5 218 0.5 216 △ 0.9

6,053 6,141 1.5 5,801 △ 5.5 5,869 1.2 5,736 △ 2.3 5,820 1.5 5,687 △ 2.3

12,629 12,396 △ 1.8 12,232 △ 1.3 12,055 △ 1.4 11,873 △ 1.5 11,701 △ 1.4 11,523 △ 1.5

8,443 8,374 △ 0.8 8,354 △ 0.2 8,320 △ 0.4 8,282 △ 0.5 8,254 △ 0.3 8,220 △ 0.4

（単位：億円）

歳
　
　

　
　
　

入

歳
　
　

　
　
　

出

公債費

うち元金分

清算金交付金等

社会保障関係経費

投資的経費

計

うち一般財源

人件費

地方交付税

臨財債除き

実質県債残高 ※

政策的経費

その他

国庫支出金

県  債

その他

計

Ｒ９年度

県  税

地方消費税清算金

地方譲与税

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度
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○財政２基金（財政調整基金・減債基金）の残高の確保

　大規模災害への備えや、自主財源が乏しく国からの財源に依存している本県の財政状況等を勘案

し、引き続き、残高の確保に努める。

○県債残高の圧縮

　標準財政政規模に対し県債残高は高い水準にあり、将来の財政運営の圧迫につながることが懸念

される。

　今後も多くのインフラや公共施設の更新が予定されていることから、将来世代に過大な負担を残

さないよう、県債発行の抑制に努めるとともに、借換債の発行の抑制にも取り組みながら、県債残

高の圧縮に努める。

２　財政運営方針

財政健全化に向けた歩みを止めることなく、人口減少を見据えた将来世代の負担軽減を継続させていく
とともに、様々な環境変化に柔軟に対応できるよう、財政の基礎体力を増していくことが重要であるこ
とから、次の２点を当面の財政運営の基本方針とします。
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Ⅴ　起債運営
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１　県債の資金調達構成比
・令和３年度の銀行等引受資金(新発債)を含めた民間資金による新規発行は全体の約８割
・借換債は全額銀行等引受資金で調達

731

826 839
907

954

H29 H30 R元 R2 R3 年度

※一般会計分
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２　市場公募地方債発行計画

Ｒ３年度 Ｒ４年度(予定)

発行額 １００億円 １００億円

年　限 １０年(満期一括償還) １０年(満期一括償還)

条件決定日 令和４年３月４日 令和５年３月上旬

発行日 令和４年３月２５日 令和５年３月下旬

発行方式 シ団 シ団

・平成２７年度に市場公募地方債を発行して以降、毎年度１００億円を発行

・令和４年度も１００億円の発行を予定
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高質な田舎

　自然や伝統を守りながら、地域の資源を
生かしたその土地ならではの産業が発達し
ているとともに、学力が高く健やかな子ども
たちや、仕事や生きがい活動に元気に取り
組む高齢者を始め、住民が豊かに暮らして
いる姿

秋田県総務部財政課　財政企画班
　

TEL　018-860-1101      FAX　018-860-3805
Mail　Zaisei@pref.akita.lg.jp     Web http://www.pref.akita.lg.jp/

角館　武家屋敷男鹿半島のゴジラ岩

大曲の全国花火大会

なまはげ

国際教養大学　中嶋記念図書館

竿燈まつり
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